被災外国人相談入管マニュアルQ&A

平成２３年３月２９日
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１　情報入手できない外国人が直面しやすい問題

【事例１】（情報アクセスと言葉の壁）

〈相談者〉外国人一般（特に外国人一家など）


自分たちの子供は学校に通っているが、毎日学校で地震（今後来る巨大余震・東海大地震）と放射線についての恐ろしい情報やうわさ話を仕入れてくる。
　自分たちは日本語のニュースがわからないし、領事館に問合せても、電話も繋がらないので、何がどうなってるのか分からず、とにかく恐怖で家族全員がパニック状態。どうしたらよいか。
〈回答〉まず、全ての情報が正しい訳ではないということを理解し、落ち着くこと。報道の中には過剰な部分もあるので、信用しすぎないこと。
外国語（母国語）での情報提供については、各地方公共団体の国際交流協会が、ある程度対応してくれており（全ての言語に対応できているわけではない）、また住民に周知されているので同協会に相談するのが一番アクセスしやすいと思われる。
インターネットにアクセスできる環境にあるのであれば、在住外国人向けの外国語による情報提供サイトがあるので、それらにアクセスして自身で情報を取得することを薦める。

　【インターネットサイト】
・IOM（国際移住機関）－英語・ポルトガル語

http://www.iomjapan.org/news/press_237.cfm
· 東北地方太平洋沖地震多言語支援センター

（ＮＰＯ法人：多文化共生マネージャー全国会議）
―英語･中国語･ポルトガル語･スペイン語･タイ語･タガログ語
http://tabumane.jimdo.com/災害情報/
http://www8.cao.go.jp/teiju-portal/jpn/etc/disaster/pdf/website-link.pdf　

・　内閣府　定住外国人施策ポータルサイト（リンク先一覧）

http://www8.cao.go.jp/teiju-portal/jpn/etc/disaster/pdf/website-link.pdf　
【インターネットラジオ】
☆NHKラジオニュース
言語：日本語、英語、韓国語、中国語、ベトナム語、ポルトガル語、スペイン語、アラビア語、ベンガル語、ミャンマー語、フランス語、ヒンズー語、インドネシア語、ロシア語、スワヒリ語、タイ語、ウルドゥー語
http://www3.nhk.or.jp/nhkworld/english/radio/program/16lang.html
☆FMわぃわぃ
言語：日本語、英語、韓国語、中国語、ベトナム語、ポルトガル語、スペイン語
http://www.tcc117.org/fmyy/index.php
２　一時的に日本を出国しようとする外国人が直面しやすい入管問題
（１）再来日に関する問題　

【事例２】（再入国許可の有効性・上陸拒否）

〈相談者〉日本人配偶者の在留資格のある外国人


放射能が怖いので、ほとぼりがさめるまで、自国に帰りたい。

以前、再入国許可を貰ったが、実はその許可を貰った後、窃盗で逮捕され、執行猶予３年懲役１年の判決を受けた。

この場合、以前貰った再入国許可は有効なのか？
それとも、再入国許可を取り直さなければならないか？

〈回答〉

ア　再入国許可の消滅事由

再入国許可を受けた外国人は、再入国許可期間中であれば、原則として再び日本に入国することが出来る。

当該再入国許可が許可期間の途中に消滅するのは、①当該許可が改めて取り消されるか（法２６条６項）、②在留資格が消滅するときである。そのため、再入国許可期間中に有罪判決を受けただけで、当然に再入国許可が消滅するわけではなく、当該再入国許可が取り消されるか、同人の在留資格そのものが消滅しない限り、再入国許可自体は有効である。

　　イ　再入国許可と上陸拒否事由の関係

　　　　しかし、再入国許可は上陸許可まで保障するものではないから、再入国許可を受けていても、上陸拒否事由（法５条）に該当すれば、上陸が拒否されうる。そして、相談者のように「１年以上の懲役刑」を受けたことは、仮にそれが執行猶予付き判決であったとしても、上陸拒否事由（法５条１項４号）に該当する。

そのため、相談者が、ほとぼりが冷めて日本に戻って来ようとしても、その上陸を拒否されてしまうおそれがある。

　　ウ　上陸特別許可

　　　　この場合、日本人配偶者や子の存在など来日の必要性を強調して、上陸特別許可を得る必要があるが、当該許可を与えるかどうかは法務大臣が裁量を有しているから、その結論を保証することはできない。しかし、日本人との婚姻が真摯であると入管が判断すれば、多少の時間はかかっても最終的には上陸特別許可が認められると思われる（上陸拒否事由の運用上の目安について後述事例３回答参照）。

　　エ　出国前にしておくこと

　なお、不利なことも含めて正直に供述する態度は、入管の心証に良い影響を及ぼすから、帰国前に、自ら入管に赴き有罪判決の事実を告白する姿勢も大切であろう。ただし、この場合、（現実的危険性は必ずしも高くはないが、）在留資格が取り消されて、場合によっては出国命令書又は退去強制令書が発付されるリスクもないわけではない。

したがって、相談者に対しては、出頭することによるリスクについても、念のため説明すべきであろう。

　

【事例３】（過去のOS歴と再入国・上陸拒否）

〈相談者〉「日本人の配偶者」の在留資格を有する外国人（夫、子あり）


放射能が心配なので、少しの間、母国に戻ることを考えている。そのために再入国許可ももらっているが、実は、過去に一度、偽名で不法入国して退去強制されたことがある。

再入国の際に過去の退去強制暦がばれないか？

万一、再入国の際に過去の退去強制歴が判明した場合でも、日本人の配偶者や子がいることを理由に上陸できないか。

〈回答〉

ア　過去の退去強制暦発覚の危険性

近時、指紋認証制度が高まったためか、再入国時に過去の退去強制暦（不法入国歴）が発覚し、そのことを理由として上陸を拒否されるケースが散見される。

そのため、相談者も、次回再入国時に過去の退去強制暦が判明する可能性は十分にある。

イ　上陸特別許可が認められる目安

退去強制で出国した日から一定期間を経過していない外国人は、上陸拒否事由があるから、原則として上陸は許可されない（法５条各号参照）。しかし、入管法は、その例外として、特別に上陸を許可すべき事情があると認めるときは、法務大臣の裁量によって、その者の上陸を許可することができるとしている（法１２条の上陸特別許可）。

法律上、上陸特別許可基準について明文規定は存在しないが、入管実務運用上、少なくとも以下の事情を満たす必要があると言われている。

①日本人配偶者等と法的に婚姻が成立しており、婚姻信憑性の立証が十分になされていること

②上陸しようとするとき、退去強制後２年以上経過していること

（ただし、配偶者との間に子がいる場合は、退去強制及び婚姻後１年程度の経過で許可される場合もある。）

③上陸しようとするとき、婚姻後１年以上が経過していること

④執行猶予付有罪判決を受けた後に退去強制された場合は、上陸許可申請時において、執行猶予期間も概ね経過していること

（ただし、配偶者との間に実子が存在する場合は、この要件は不要とされることもある。）

もっとも、法務大臣の裁量が認められる分野であるから、上記事情を全て満たしていれば、必ず上陸特別許可が認められるというわけではないから、相談者には、この点を十分に説明する必要がある。

　ウ　上陸拒否期間経過後の再入国

　なお、仮に、次回上陸許可申請時までに、退去強制で出国した日から５年間（法定上陸拒否期間）を過ぎていたとしても、入管は、やはり、過去の不法入国発覚を理由として、上陸を拒否することがある。

その場合、近時の実務では、上陸申請後１年ほどの間、上陸を認めないような運用となっていると思われるから、この点のリスク説明もする必要がある。

　エ　出国前にしておくべきこと

当該外国人が、次回少しでもスムーズに来日するために現時点ですべきことがあるかと聞いてきた場合、出国前に、入管に対して、不法入国の事実を素直に申告していくことを勧めうる。

しかし、申告した場合、在留資格が取消されることも一応考えられ（法２２条の４）、出国命令書や退去強制令書が発付される可能性もあるから、この点については念のため説明しておくべきであろう。

　　　　

【事例４】（不法残留と出国）

〈相談者〉オーバーステイの外国人（入管出頭済み、在特未取得）


日本人と結婚したので、入管にオーバーステイを申告して、在留特別許可を求めている最中である。

現在は、仮放免が出されている状態で、在留特別許可は貰っていない。放射能のこともあって、本国の家族からすぐに帰ってきてと言われており、自分も一時的に帰国したい。

今帰ったら、結果を待っている在特はどうなるのか？

また日本に来れるのか？

〈回答〉

ア　オーバーステイと一時出国

在留特別許可の結果が出ていない以上、不法残留状態に変わりはない。

不法残留中の外国人は、再入国許可を受けることはできず、退去強制令書又は出国命令書が発付されなければ、出国することはできない。

そして、退去強制令書又は出国命令書を発付するにあたっては、入管法所定の手続きを踏むことになっているから、出国したいのであれば、いずれにしても入管に相談する必要がある。

　イ　オーバーステイ外国人の再来日

なお、仮に帰国することになった場合には、退去強制令書が出されたうえで出国することになるから、もはや在留特別許可を取得することはできなくなる。そして、このまま出国すれば、次回来日しようにも上陸拒否事由に該当し、一定期間の上陸が不可能となる（法５条１項９号）。

　　　ただし、この場合でも、上陸特別許可によって、上陸拒否期間中に上陸が認められることもある。そして、真摯な婚姻が成立しているケースでは、入管実務上、出国後２～３年で上陸特別許可が下りることが多い。ただし、上陸特別許可には法務大臣の広い裁量が認められているから、法律家として上特の保障はできないし、２～３年以内に必ず認められる保障もできない。

　　　以上のリスクを前提にして、相談者において、自ら判断する必要があると説明すべきだろう。

【事例５】不法滞在と早期出国について

〈相談者〉不法残留者

　

私は、現在オーバーステイで日本に滞在している。しかし、原発も怖いので、一刻も早く出国してしまいたい。できれば、明日にでも帰りたいくらいだ。

どうすればいいか？また、いつ出国できるのか？

〈回答〉　　東京入国管理局の運用

　　　　　　不法残留の外国人は、出国命令書又は退去強制令書を発付されたうえで、出国するしかない。そのため、在留資格を有する外国人のように、そのまま空港に行って出国することができない。

　　　　　そこで、不法残留の外国人は、東京入国管理局に出頭しなければならない。

　　　　　出頭した場合、退去強制令書発付手続き又は退去強制令書発付手続きが進められることとなるが、基本的には在宅で処理される。

　　　　　出国命令手続きは、有効な旅券（有効な一時渡航許可証も含む）を持っている場合には、概ね２週間かかり、出国命令書の発付を受けた翌日から出国が可能になります。

　　　　　退去強制手続は、有効な旅券を持っている場合には、概ね３週間を要し、退去強制令書の発付を受けた翌々日から出国が可能になる。

　　　　　有効な旅券を持っていない場合には、旅券発給又はトラベルドキュメント（出国に用いることができる本国の書類）を入手してからでなければ手続きが進められない部分があるので、一層時間を要することに注意が必要である。

　　　　　なお、阪神大震災の際には、出頭した日に即日退去強制令書を発付するなどの措置も採られたが、現時点で、少なくとも東京入国管理局内でこうした特別な措置を採る予定はないようである。

（平成２３年３月２９日本田、入管調査第三部門に電話確認済み）

　　　　　以上のとおりなので、一定時間を要する事を前提に、相談者には早めに準備をするようにと伝えるべきであろう。

　　　　

（２）外国にいる間の在留資格の問題

【事例６】（一時帰国と在留資格の更新手続き）

〈相談者〉在留資格を有する外国人


急いで一時帰国してきたが、ビザの更新のために日本までいかなければならないか。こんな状況で怖くて行けないのだが。
〈回答〉ア　再入国許可を受けずに出国した場合

急いで一時帰国したと言っているが、仮に再入国許可を受けずに帰国していた場合は、在留資格及び在留期間は消滅する。再び日本に入国するためには、新たに査証を取得した上で、上陸申請を行うことになる。

　　　　イ　在留期間更新手続きと震災特別措置

再入国許可を受けて一時帰国した場合、在留期限までは在留資格が存続する。

在留期間の更新手続自体は日本の代理人にさせることもできるが、在留期限までに日本に再入国しなければならない。したがって、こんな状況ではあるが、在留期限までに日本に再入国しなければ、在留期限の更新はできないことになる。

　　　　　　なお、法務省は、今回の東北関東大地震に伴って、３月１１日（地震発生）の時点で適法に在留していた外国人で、今年８月末までに在留期限を迎える、青森県、福島県、岩手県、宮城県、茨城県に居住する者については、在留期限を８月末まで延長させるという特別措置を採った。

　　　　　　そのため、

　　　　　　ⅰ　同地域の外国人は手続きをしなくても８月末までは不法残留とならないで滞在することができ、

　　　　　　ⅱ　この間、新たに再入国許可を得て、出入国することも可能である。

　　　　　　

　

３　出国しようとする外国人の財産の清算に関する問題

【事例７】（出国とローンの清算）

〈相談者〉在留資格を有する外国人　


地震と放射線が怖いのですぐに日本を出国して帰国したい。

ただ、自分は住宅ローンを数年前にくんで自分の家orマンションを持っており、ローンはまだ３０年残っている。

家を売るにはどうしたらよいか？
残債務につき、破産手続を利用して借金をチャラにして帰国したい。どうしたよいか？
〈回答〉

　　　ア　不動産の売却

不産売却の方法には、大きく分けて仲介と買取がある。前者は、不動産業者に所有医不動産の売却を依頼し、当該不動産屋が広告等を利用して購入者を探す方法であり、成約時には仲介手数料が発生する。後者は、不動産業者が直接、不動産の買取を行う方法であり、購入者を探す手間が省ける分、早期に売却が可能となる。また、直接売買なので仲介手数料も発生しない。いずれの方法によるべきかは、事案にもよるので、不動産業者に相談するとよい。

なお、帰国後であっても、日本国内の不動産業者を通じて不動産を売却することは可能である。

売却して得た代金によって、ローンを完済する事が出来れば問題はない。売却代金ではローンを完済することができない場合には、破産をしない限り、残りのローンは今後も返済しなければならない。

　　　イ　外国人の破産申立て

破産法４条は、債務者が個人である場合には、日本国内にその営業所、住所、居所又は財産を有するとき、債務者が法人である場合には、日本国内にその営業所、事業所又は財産を有するときに破産申立てに関する裁判管轄を認めている。

したがって、債務者が日本国内に居住している場合はもちろん、帰国後であっても日本国内に当該債務者の財産があれば、日本での破産申立てが可能である。

逆に、不動産が競売なり任意売却によって債務者の所有物でなくなり、負債だけが残った場合には、日本に住所も居所も財産もない以上、日本での破産申立てができなくなる可能性があるので、注意が必要である。

破産法３４条１項は、破産者が破産立手続開始の時において有する一切の財産（日本国内にあるかどうかを問わない。）は、破産財団とすると定めており、当該不動産のみならず、日本国内、母国内にあるすべての財産が清算の対象となる。ただし、日本でなされた破産手続が外国でも効力を生じるには、別途、外国裁判所における日本の倒産手続の承認・援助という手続が必要である。

【事例８】（出国と賃貸借契約の清算）

〈相談者〉在留資格を有する外国人


すぐに日本（居住地：東京）を出国して帰国したいが、賃貸マンションの解約にあたり、違約金を請求されている。
　　違約金の支払いに応じなければならないか？

〈回答〉賃貸借契約における違約金

居住地が東京なので、地震により当該マンションが損壊し、居住できない状態になったとは考えがたい。又、原発事故による避難の必要性もない。したがって、通常の賃貸借契約の解除と同様に考えることになる。

　　　　賃貸借契約書に違約金に関する規定があれば支払わなければならない。しかし、その違約金の額が賃貸人に生ずべき平均的な損害の額を超える場合は、超える部分については支払う必要はない（消費者契約法9条1号）。

　　　　また、賃貸借契約書にない違約金も、支払う必要はない。
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